
 【参考資料２】　】

八尾市第6次総合計画後期基本計画における施策指標（案）

基準値 めざす値
R5

（202３）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）
R10
（2028）

1
切れ目のない
子育て支援の
推進

１．妊娠・出産・子育ての支援の充実
を図ることにより、妊娠・出産を望む
すべての人が、安心して子どもを生
み育てられる環境が整っています。

子ども・子育てに関す
る総合相談件数

見直し
１歳６か月児健康診査
の受診率

その他

安心して子どもを産み育てるためには、保護者
などが相談しやすい環境が整備されていること
が重要であり、子どもの発育や発達の確認、子
育て支援につなげる保健指導等を行う１歳６か
月児健康診査の受診率を指標とする。

%
１歳６か月児健康診査の受診対象者数に対
する受診者の割合

96.5 97.0 98.0 99.0 100
受診率の推移を参考に令和１０年度に
１００%をめざす。

３（１）

1
切れ目のない
子育て支援の
推進

２．保護者が子どもや子育てに関し
て、身近にいつでも悩みや不安を相
談できるところがあり、適切に対応・
支援を受けられています。

地域子育て支援拠点
における相談件数

見直し
子ども・子育てに関す
る総合相談件数

その他

保護者が子どもや子育てに関する悩みや不安
を相談できる場所において、相談件数が増加す
ることで、保護者の悩みや不安を解消し子ども
の健やかな育ちにつながるため。

件
八尾市こども総合支援センターでの総合相
談件数
※延べ件数

15,216 15,600 15,900 16,200 16,500
相談件数の推移を参考に基準値から１
割増の16,500件をめざす。

３（１）

1
切れ目のない
子育て支援の
推進

３．地域全体で子育て家庭を見守り、
支援をすることで、家庭環境にかか
わらず、すべての子どもの権利が守
られ、体罰のない、心身ともに健やか
に育つ環境が整っています。

児童虐待の相談件数 継続 児童虐待の相談件数 ー
子どもの虐待に関する相談体制を充実し、相談
件数が増加することが、児童虐待発生予防につ
ながるため。

件
児童虐待に関する相談件数（子ども・子育
てに関する総合相談件数の内数、延べ件
数）

9,620 10,200 10,400 10,600 10,800
相談件数の推移を参考に基準値から１
割増の10,800件を目標とする。

2
就学前教育・
保育の充実

１．すべての就学前施設において、質
の高い就学前教育・保育の提供によ
り、子どもたちが、認定こども園など
でいきいきと過ごしています。

市内で働く保育士・保
育教諭数（４月１日時
点）

継続
市内で働く保育士・保
育教諭数（４月１日時
点）

ー
質の高い保育を提供するには、配置基準を順守
するための保育士・保育教諭の確保が必須であ
るため

人
当該年度の４月１日現在、市内の認可就学
前施設において勤務する保育士・保育教諭
数

1,684 1,690 1,690 1,690 1,690

市内で働く保育士・保育教諭が、認可
施設数に応じて必要な数が配置されて
いることをめざし、1,692人を目標と
する。

３（２）

2
就学前教育・
保育の充実

１．すべての就学前施設において、質
の高い就学前教育・保育の提供によ
り、子どもたちが、認定こども園など
でいきいきと過ごしています。

認定こども園におけ
る幼児教育の取り組
みに対する評価を肯
定的に回答した保護
者の割合

削除 ー
数値把握が

困難

施設ごとで提供される保育が同一でなく、保護
者の主観的な評価となり、評価が測りにくいた
め

ー ー ー ー ー ー ー ー

2
就学前教育・
保育の充実

２．多様な就学前教育・保育が提供さ
れることにより、保護者が仕事と生
活のバランス（ワーク・ライフ・バラン
ス）を実現するなど、子育てがしやす
くなっています。

教育・保育入所受入れ
枠（４月１日時点）

見直し
保育入所受入れ枠（４
月１日時点）

審議会指摘
への対応

保育枠で入所希望する児童数に対して、受入れ
を可能とする施設整備をはじめとする確保方
策が行えているかを把握できるため。

人
保育所入所受入れ枠（2・３号保育枠）
※４月１日時点

6,518

8月～9月に開催する子ども・子育て会
議によりめざす値を設定する予定。11
月のパブコメまでにはめざす値を設定
する。

3

2
就学前教育・
保育の充実

３．障がいのあるなしにかかわらず、
多様な子どもたちが、ともに育ちあ
う環境ができています。

障がい児保育（保育サ
ポート枠）の保育施設
入所児童数（４月１日
時点）

継続

障がい児保育（保育サ
ポート枠）の保育施設
入所児童数（４月１日
時点）

ー
多様な子どもたちが、ともに育ちあう環境を作
るためには、障がい児が集団保育の提供を受け
る機会が必要であるため

人
認可施設の入所児童のうち、障がい児保育
（保育サポート）を受ける児童数

222 260 260 260 260

市内で保育サポート枠へ入所希望する
児童に対して、受入れ枠を提供できて
いることをめざし、220人を目標とす
る。

３（２）

3
子どもの学び
と育ちの充実

１．学びと育ちの連続性と一貫性に
より、子どもたちが他者とも互いを
認め合いながら自立し、自尊感情を
高め、主体的に社会の形成に参画
し、その発展に寄与しようとする子ど
もが育っています。

将来の夢や目標を
持っている児童・生徒
の割合

見直し
「学校に行くのは楽し
い」と思う児童・生徒
の割合

その他
「学習意欲の向上」が高まっているかを表すも
のであるため。

%

学習状況調査での①＋②の回答割合

Q.学校に行くのは楽しいと思いますか。
①当てはまる　②どちらかといえば、当て
はまる　③どちらかといえば、当てはまらな
い　④当てはまらない
出所：「全国学力・学習状況調査」

83.4 84.2 84.6 85.0 85.4
令和５年度の全国平均値83.６％を上
回る値をめざす。

３（３）

3
子どもの学び
と育ちの充実

２．いじめや不登校などの多様な教
育課題の解決に向けてきめ細かな支
援ができており、子どもたちが健や
かに育っています。

「いじめはどんな理由
があってもいけない
ことだ」と思う児童・
生徒の割合

継続

「いじめはどんな理由
があってもいけない
ことだ」と思う児童・
生徒の割合

ー
いじめを未然に防ぐための取り組みが推進さ
れているかを表すものであるため。

%

学習状況調査での①＋②の回答割合

Q.いじめは、どんな理由があってもいけな
いことだと思いますか。
①当てはまる　②どちらかといえば、当て
はまる　③どちらかといえば、当てはまらな
い　④当てはまらない
出所：「全国学力・学習状況調査」

95.8 97.0 98.0 99.0 100.0
全ての児童・生徒がどんなことがあっ
てもいじめはいけないと思う状態にす
ることをめざす。

3
子どもの学び
と育ちの充実

３．すべての子どもが安全に安心し
て学校生活を過ごすことのできる環
境が整っています。

各学校危機管理マ
ニュアルの点検・見直
しを実施した学校の
割合

継続

各学校危機管理マ
ニュアルの点検・見直
しを実施した学校の
割合

ー

社会状況の変化や自然災害の発生等を踏まえ、
適宜、マニュアルの内容について点検・見直しを
実施し、教職員が共有して、緊急事態に対して
備えることは、児童・生徒の安全確保につなが
るものであるため。

%
各学校危機管理マニュアルの内容につい
て、点検・見直しを実施した学校の割合

100 100 100 100 100
全学校において、点検・見直しの実施
をめざす。

後期
戦略
指標

検討中

指標の
変更有無

後期計画指標名
見直しの理
由（類型）

後期計画の指標とすべき理由
(削除の場合はその理由)

単位 指標の定義
計画値 めざす値の考え方

（算出式、設定の根拠等）
※行政評価システムより抽出

前期計画指標名施策名 めざす暮らしの姿
施
策
No

八尾市総合計画審議会 第８回評価部会
（令和６年１０月２日開催）資料を加工

総合戦略（後期戦略）において基本目標に紐づけする

予定の「めざす暮らしの姿」を網掛けにしています。
例） １ ⇒ 基本目標１の指標

３（２） ⇒ 基本目標３の基本的方向・施策（２）のＫＰＩ

1



基準値 めざす値
R5

（202３）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）
R10
（2028）

後期
戦略
指標

指標の
変更有無

後期計画指標名
見直しの理
由（類型）

後期計画の指標とすべき理由
(削除の場合はその理由)

単位 指標の定義
計画値 めざす値の考え方

（算出式、設定の根拠等）
※行政評価システムより抽出

前期計画指標名施策名 めざす暮らしの姿
施
策
No

3
子どもの学び
と育ちの充実

４．学校・家庭・地域の連携・協働のも
と、地域とともにある学校づくりを
実践することで、すべての子どもが
地域社会全体に見守られながら健や
かに育っています。

保護者や地域の人と
の協働による活動を
行った学校の割合

継続
保護者や地域の人と
の協働による活動を
行った学校の割合

ー
コミュニティスクール等の取り組みを推進し、地
域とともにある学校づくりが推進されているか
を表すものであるため。

%

学習状況調査での①＋②の回答割合

Q.保護者や地域の人が学校の美化、登下
校の見守り、学習・部活動支援、放課後支
援、学校行事の運営等の活動に参加してい
ますか。
①よく参加している　②参加している　③
あまり参加していない　④全く参加してい
ない
出所：「全国学力・学習状況調査」

86.0 87.0 88.0 89.0 90.0
令和５年度の全国平均値89％を上回
る値（90％）をめざす。

3
子どもの学び
と育ちの充実

１．学びと育ちの連続性と一貫性に
より、子どもたちが他者とも互いを
認め合いながら自立し、自尊感情を
高め、主体的に社会の形成に参画
し、その発展に寄与しようとする子ど
もが育っています。

新規
「自分にはよいところ
がある」と思う児童・
生徒の割合

審議会指摘
への対応

自己肯定感・自己有用感が高まっているかを表
すものであるため。

%

学習状況調査での①+②の回答割合

Q.自分には，よいところがあると思います
か。
①当てはまる　②どちらかといえば当ては
まる　③どちらかといえば当てはまらない
④当てはまらない
出所：「全国学力・学習状況調査」

80.2 80.5 81.0 81.5 82.0
令和５年度の全国平均値81.75％を
上回る値（82％）めざす。

3

4

子ども・若者
がチャレンジ
できる環境づ
くり

１．次代を担う子どもが、多様な体
験・活動を行えるように、安全安心な
居場所を確保できる環境を整えるこ
とで、将来に希望を持ちながら成長
しています。

放課後児童室入室確
保数（４月１日時点）

見直し
放課後児童室待機児
童数（４月１日時点）

その他

計画期間においては、入室希望者数の大幅な増
加が想定され、希望者が待機期間なく利用でき
るように児童室の整備と指導員の確保を行い、
待機児童ゼロの継続を目指す必要があるため。

人 放課後児童室待機児童数（４月１日時点） 0 0 0 0 0

毎年度、入室を希望する対象児童が全
員、待機期間なく利用できるように、放
課後児童室の整備と指導員の確保を
行い、待機児童ゼロをめざす。

4

子ども・若者
がチャレンジ
できる環境づ
くり

２．子ども・若者の健全育成に関わる
主体的な活動を促進することで、す
べての子ども・若者が健やかに育っ
ています。

子ども・若者の健全育
成に係る事業数

継続
子ども・若者の健全育
成に係る事業数

ー

子ども・若者の健全育成に関わる活動を活性化
し支援を行うことで、こども会活動をはじめと
した子ども・若者の健全育成に資する事業が増
加すると考えるため。

本
青少年関係団体等の実施する、子ども・若
者の健全育成に資する事業数

254 278 302 327 352

青少年健全育成の推進に寄与する取り
組みの継続を支援することにより、基
準値以上の事業数をめざし、352件を
目標とする。

３（３）

4

子ども・若者
がチャレンジ
できる環境づ
くり

３．子ども・若者がそれぞれに抱えて
いる様々な事情について、相談でき
る体制が整っており、すべての子ど
も・若者、家族が安心して暮らしてい
ます。

若者相談窓口におけ
る相談件数

見直し
若者相談窓口に相談
のあった件数（実相談
件数）

その他

特に支援や相談につながりにくい若者世代に
おいて、本相談窓口が、さまざまな悩みを抱え
る若者や世帯とどれだけつながることができ
たのかを把握することが必要であるため。

件 若者相談窓口での実相談件数 78 100 120 130 140

福祉生活相談支援事業　相談支援員１
名あたりの実相談件数約50件を加味
し、若者相談窓口の支援員２名×50件
を当初目標とする。

4

子ども・若者
がチャレンジ
できる環境づ
くり

４．子ども・若者が地域に集える居場
所があり、社会全体で青少年を見守
り、新たな地域の担い手として活躍
しています。

青少年健全育成に関
する地区住民懇談会
の実施地区数

継続
青少年健全育成に関
する地区住民懇談会
の実施地区数

ー

社会全体で青少年を見守り育てていく意識が
地域全体で高まることにより、地域による研修
や共有の場である住民懇談会の開催につなが
ると考えるため。

地区 地区住民懇談会を実施した地区数 15 19 23 27 29 100％の実施をめざす（29地区）

5
やおプロモー
ションの推進

１．八尾のイメージのブランド化が進
み、その魅力が市内外へ届くことに
より市外には八尾に興味・関心を持
ち、応援する人が増えており、八尾に
移り住む人も増えています。

八尾の魅力を友人や
知り合いに推奨する
気持ちが強い市民の
割合

継続

八尾の魅力を友人や
知り合いに推奨する
気持ちが強い市民の
割合

ー

市民を主体とした戦略的なプロモーション展開
として、市の魅力を市民自身が他者に推奨する
ことが、関係人口・移住人口の増加につながる
ため。

%

市民意識調査での８点から10点をつけた
人の回答割合

Q.あなたは、八尾の魅力を友人や知り合い
にどの程度すすめたいと思いますか。
A.０点～10点

16.0 19.0 21.0 23.0 25.0

前期計画はR6年度17％を目標として
いる。後期計画では万博の効果を継続
させた戦略的なプロモーションを展開
することから、毎年２％の増加をめざ
す。

5
やおプロモー
ションの推進

２．誇りと愛着を持ちながら八尾に
住み続ける人が増えています。

住み続けたいと感じ
る市民の割合

継続
住み続けたいと感じ
る市民の割合

ー 定住意向を計る指標として適当であるため。 %

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、今後も八尾市に住み続けたい
とお考えですか。
A.①今の場所に住み続けたい　②市内の他
の場所で住み続けたい　③いずれ市外に
引っ越したい　④市外に引っ越す予定があ
る　⑤すでに市外に引っ越した　⑥その他

71.0 74.0 76.0 78.0 80.0
前期計画の基準値80％に回復するこ
とを目標とする。

5
やおプロモー
ションの推進

３．ものづくりをはじめ、歴史・文化
等の八尾の様々な魅力に触れる観光
客でまちがにぎわい、地域経済が活
性化し、市民・地域・企業等の活動・
活躍が活発になり地域が活気であふ
れています。

八尾をより良くする
ための活動に関わり
たい気持ちが強い市
民の割合

削除 ー その他
「八尾をより良くするための活動」が示す範囲
が広く解釈でき、来訪者の増加によるまちの賑
わいを評価する指標として適当でないため。

ー ー ー ー ー ー ー ー

5
やおプロモー
ションの推進

３．ものづくりをはじめ、歴史・文化
等の八尾の様々な魅力に触れる観光
客でまちがにぎわい、地域経済が活
性化し、市民・地域・企業等の活動・
活躍が活発になり地域が活気であふ
れています。

新規
大阪府外から本市へ
の来訪者数

審議会指摘
への対応

本市への来訪者数を把握することで、事業とま
ちの賑わい創出への関係性が直接的に計測で
きるため。

人 大阪府外からの本市への来訪者数 65,254 100,000 110,000 120,000 130,000
大阪・関西万博時の来訪者を再訪につ
なげるとともに、新たな観光客の来訪
により、毎年増加をめざす。

6
歴史資産など
の保全・活用・
発信

１．地域住民との協働等による歴史
資産等の保全・活用の取り組みが広
がり、貴重な文化財が受け継がれて
います。

ボランティア活動への
参加人数

継続
ボランティア活動への
参加人数

ー
ボランティアの活動状況が歴史資産に対する関
心の高まりを示すものであり、文化財の保護に
つながると考えられるため。

人
史跡の保全活動等に参加してもらったボラ
ンティアの延べ人数

63 65 67 69 71

ボランティアの高齢化等を考慮し維持
をめざす。市史編纂ボランティア解散
に伴い、史跡保存活用ボランティアの
実績による。

2
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6
歴史資産など
の保全・活用・
発信

２．生涯学習や学校教育等の様々な
機会を通じて、国史跡等の八尾の歴
史資産に触れることができ、市民が
郷土に誇りを感じています。

指定文化財等の件数 継続 指定文化財等の件数 ー
文化財の指定によって保存が図られ、今後、活
用を進めることができると考えられるため。

件
国や大阪府、八尾市が指定や登録を行った
市域の文化財の件数

132 136 138 140 142
毎年度２件づつの指定等を目標とす
る。

6
歴史資産など
の保全・活用・
発信

３．歴史資産や文化財施設の情報を
身近に得ることができ、観光と連携
した取り組みが進むことにより来訪
者が増え、八尾の歴史資産等の魅力
が市内外に広く知られています。

文化財情報の発信件
数

継続
文化財情報の発信件
数

ー
八尾市ホームページの活用や図書の刊行等が
情報発信の活発さを示すもので、多くの市民の
目にふれているものと考えられるため。

件
①八尾市ホームページ、②文化財情報シス
テム、③図書の刊行、④報道機関への情報
提供など文化財に関する情報発信の件数

50 54 56 58 60 基準値から毎年度２件の増加を図る。

7
みどり豊かな
潤いのある暮
らし

１．都市近郊の身近な里山である高
安山の自然が適切に保全されていま
す。

里山保全に関する活
動回数

継続
里山保全に関する活
動回数

ー

里山保全活動において、高安山の自然を活用し
たイベント等の機会を捉えて周知することで担
い手を確保し、自然が適切に保全されることに
つなげるため。

回
神立里山保全プロジェクト、高安山楽音寺
森林整備定期活動及び高安山自然再生定
期活動の活動回数の合計

36 36 36 36 36 基準値の維持をめざす。

7
みどり豊かな
潤いのある暮
らし

２．観光と連携した取り組みにより、
高安山の自然や歴史資産に親しむ市
民や来訪者が増えています。

八尾市内に自然環境
が多く残っていると
思う市民の割合

削除 ー その他

【削除理由】
審議会において、めざす暮らしの姿「３．景観形
成と連携し、玉串川や長瀬川沿道等がみどりの
豊かさや潤いを感じられる魅力的な空間として
市民に広く知られ、親しまれています」の指標に
間違われたように、わかりやすい指標となって
いないことと市民意識調査の指標であるため
削除する

ー ー ー ー ー ー ー ー

7
みどり豊かな
潤いのある暮
らし

２．観光と連携した取り組みにより、
高安山の自然や歴史資産に親しむ市
民や来訪者が増えています。

高安山を活用したイ
ベントの参加者数

見直し
生駒山系ハイキング
ガイドいこいこまっぷ
の販売数

審議会指摘
への対応

山の自然や社寺等の名勝旧跡をネットワークす
るハイキングコースを案内するハイキングガイド
の販売数が、高安山や歴史資産に親しむ来訪者
数につながるため。

冊
生駒山系ハイキングガイドいこいこまっぷ
の販売数

1401 2401 2901 3401 3901
いこいこまっぷ（令和４年４月改訂版）
を毎年度500冊販売し、所有者数
3901人をめざす。

7
みどり豊かな
潤いのある暮
らし

３．景観形成と連携し、玉串川や長瀬
川沿道等がみどりの豊かさや潤いを
感じられる魅力的な空間として市民
に広く知られ、親しまれています。

桜の植樹本数 継続 桜の植樹本数 ー
玉串川や長瀬川沿道等の桜並木の良好な景観
を永続的に保つため。

本 玉串川、長瀬川等の桜の植樹本数 200 240 260 280 300
毎年度20本の植樹を行い、300本を
めざす。

7
みどり豊かな
潤いのある暮
らし

４．市民・企業・行政が連携し、みどり
の保全、創出、育成に取り組み、潤い
ややすらぎのある暮らしができてい
ます。

グリーンボックス貸出
及び街かど緑化の申
請回数

継続
グリーンボックス貸出
及び街かど緑化の申
請回数

ー
市民の緑化意識の高揚や緑に対する知識・関心
をもってもらい地域の緑化を進めるため。

回
グリーンボックス貸出事業及び街かど緑化
推進支援事業の申請数の合計

136 140 140 140 140 140回をめざす。

8

芸術文化の魅
力を活かした
豊かなまちづ
くり

１．市民の芸術文化活動が盛んに行
われています。

文化会館の大ホール
及び小ホールの稼働
率

継続
文化会館の大ホール
及び小ホールの稼働
率

ー
文化会館を利用した芸術文化活動が高まって
いる状況をめざす必要があるため。

%
文化会館の大ホール及び小ホールの稼働
率の平均値

65.8 68.0 70.0 73.0 75.5 75.5%をめざす。

8

芸術文化の魅
力を活かした
豊かなまちづ
くり

１．市民の芸術文化活動が盛んに行
われています。

文化会館指定管理者
が実施する事業の入
場者数

見直し

八尾市及び文化会館
指定管理者が実施す
る芸術文化に関する
事業の来場者数

社会動向へ
の対応

文化会館をはじめ市内各地で芸術文化活動が
高まっている状況をめざす必要があるため。

人
八尾市及び文化会館指定管理者が実施す
る芸術文化に関する事業の来場者数

26,825 35,000 36,500 38,000 40,000

40,000人をめざす。文化会館指定管
理者主催事業及び高校合同文化祭、ま
ちかどライブクリエイションの来場者数
の合計

8

芸術文化の魅
力を活かした
豊かなまちづ
くり

２．身近に芸術文化にふれることが
できる機会があります。

日常生活において音
楽、映画、演劇、美術
などの芸術文化に親
しんで心の豊かさを
感じる時がある市民
の割合

継続

日常生活において音
楽、映画、演劇、美術
などの芸術文化に親
しんで心の豊かさを
感じる時がある市民
の割合

個別計画と
の整合

八尾市芸術文化推進基本計画の指標になって
いるため、令和10年度までは進捗を追う必要
がある。

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、日常生活において、音楽、映
画、演劇、美術等の芸術文化に親しんで心
の豊かさを感じる時はありますか。
A.①大いにある　②少しある　③あまりな
い　④全くない

60.2 63.0 66.0 68.0 72.0 72.0％をめざす。

8

芸術文化の魅
力を活かした
豊かなまちづ
くり

３．街中に芸術文化があふれていて
八尾の魅力を感じることができま
す。

八尾らしさや魅力を
活かした事業の数

継続
八尾らしさや魅力を
活かした事業の数

ー

多様な主体と連携して事業を実施し、八尾の魅
力や新たに創造されていく八尾の魅力を多く
の市民が知る機会が充実している状況をめざ
す必要があるため。

本

八尾市及び文化会館指定管理者主催の八
尾らしさや魅力を活かした事業（八尾の特
色や伝統文化をテーマとする事業、文化財
施設等を活用した事業）の本数の合計

17 17 17 17 17

１７本の実施をめざす。文化会館指定
管理者主催の八尾らしさや魅力を活か
した事業及び高校合同文化祭、まちか
どライブクリエイションの事業本数

8

芸術文化の魅
力を活かした
豊かなまちづ
くり

３．街中に芸術文化があふれていて
八尾の魅力を感じることができま
す。

新規

八尾市において芸術
文化の活動・発表の場
が広がっていると思
う人の割合

審議会指摘
への対応

芸術文化のすそ野を広げる取り組みを進める
ことで、街中に芸術文化があふれていて八尾の
魅力を感じることができることにつながるた
め。

%
電子申請等において実施したアンケートに
より把握する。

ー 40.0 50.0 60.0 70.0 70％をめざす。 ６（２）

8

芸術文化の魅
力を活かした
豊かなまちづ
くり

４．芸術文化の力で子どもたちの笑
顔が輝いています。

中学生以下対象の芸
術文化に関するイベン
ト参加者数

継続
中学生以下対象の芸
術文化に関するイベン
ト参加者数

ー
こどもが身近な場所で芸術文化にふれる機会
を充実させる必要があるため。

人
八尾市及び文化会館指定管理者主催の中
学生以下を対象とする芸術文化に関するイ
ベント参加者数の合計

12,309 12,400 12,600 12,800 13,000 13,000人をめざす。
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9
地域経済を支
える産業の振
興

１．地域内のつながりによる新たな取
り組みへのチャレンジ意欲とその取
り組みを応援する機運醸成により、
イノベーションエコシステムが構築さ
れ、八尾の好循環につながっていま
す。

中小企業におけるイノ
ベーション実践数

継続
中小企業におけるイノ
ベーション実践数

ー
新しい事業への挑戦がイノベーションにつなが
り、地域経済の新陳代謝、活性化につながるた
め。

事業

産業政策課で把握する八尾市内の中小企
業の新事業に挑戦するプロジェクト数
（環山楼塾、あきんど起業塾、デザインイノ
ベーション等におけるビジネスプラン数、並
びに意欲ある補助金の申請件数及び中小
企業サポートセンターによる支援を受けた
補助金の申請件数）

126 63 63 63 63
新たな事業に挑戦する企業を増やすこ
とによりイノベーションがうまれるまち
をめざし、63事業を目標とする。

５（２）

9
地域経済を支
える産業の振
興

２．操業環境等の整備と企業集積の
維持が図られ、活発な産業活動によ
り、職住近在のまちづくりが進んで
います。

立地制度活用による
工場立地件数

見直し
立地制度活用による
雇用人数

その他
新規雇用人数が、工場の規模にかかわらず、企
業集積による事業効果を示す数値となるため。

人 奨励金の申請企業による新規雇用人数 65 68 71 74 77

市外企業の市内への移転促進と市内
企業の流出抑止により、産業集積が継
続的に進み、雇用を創出し、まちの賑
わいに寄与する。

5

9
地域経済を支
える産業の振
興

３．先輩企業家が次世代の企業家の
成長を支えることで人が集まり、に
ぎわいが持続するまちとなっていま
す。

次世代企業家育成に
おいて市内企業がメ
ンター役を担う割合

継続
次世代企業家育成に
おいて市内企業がメ
ンター役を担う割合

ー

毎年一定割合の先輩起業家による講演の登壇
機会をつくり、先輩企業家が次世代の企業家の
成長を支える地域内のエコシステムが構築され
るため。

%

企業家を育成するセミナーとなる環山楼
塾、あきんど起業塾、ゆるっとカフェ及びも
のづくりカレッジ並びに産業連携事業とし
て開催する学ぶ場八尾の登壇者のうちの
市内企業家の割合

64.3 50.0 50.0 50.0 50.0
地域で支えられ学んだ経験を次世代企
業家に伝えられている状態をめざし、
50％を目標とする。

５（３）

9
地域経済を支
える産業の振
興

４．個性豊かな商店やオープンファク
トリーが増え、地域内外から八尾の
応援者や、関係人口の増加ととも
に、八尾の産業が全国から注目され
ています。

産業分野にかかわる
関係人口の対基準年
度比率

継続
産業分野にかかわる
関係人口の対基準年
度比率

ー

八尾市の事業及び関係する団体が実施した事
業により地域内に関わった人口数が増加するこ
とにより、まちへのブランディングが世の中で
浸透したことを示す数値となるため。

%

地域内外から産業分野における活動に関
わった関係人口の割合
（「みせるばやお」の来場者数、ふるさと納
税寄付者数（産業関連）、地域商業団体活性
化補助金を活用し開催した商店会イベント
参加者数、まちのコイン利用者数につき、基
準年度数を100としたときの各イベント増
加率の平均）

100 105 110 115 120
基準値から毎年度５ポイント増を図り、
120％をめざす。

5

9
地域経済を支
える産業の振
興

5．特産物の認知度が上がり、農業
者、市民が誇りを持って、生産し賞味
され、都市における農地の多様な機
能が市民に理解されるとともに、効
率的な農作業の確保と合わせて八尾
のブランド力が市内外に定着してい
ます。

産直便等事業者を含
む直売所数

継続
産直便等事業者を含
む直売所数

ー

地産地消を推進し、農産物の販路を確保するた
めに産直便等事業者を含む直売所が経営でき
ていることが特産物の認知度を示す数値とな
るため。

か所 八尾市直売所開設者連絡会の会員数 19 19 19 19 19
農業従事者数が減少する中、直売所数
の維持をめざす。

10
就労支援と雇
用機会の創出

１．働く意欲・希望のあるすべての市
民が多様な働き方で就労を実現して
います。

地域就労支援セン
ターにおける相談者
の雇用達成の割合

継続
地域就労支援セン
ターにおける相談者
の雇用達成の割合

ー
就労職困難者等への支援が成果をあげている
かどうかを表すため。

% 相談者の中で就職が実現した人の割合 30.2 32.0 33.0 34.0 35.0

センターにおける就労支援が効果的に
就労につながっていることをめざし、
コロナ禍前の就職率が高かった（突出
した値であったR1を除き）H29・H30
の平均値35％を目標とする。

５（１）

10
就労支援と雇
用機会の創出

２．ダイバーシティ経営と働き方改革
の推進により、企業における人材確
保や定着が進み、すべての市民が
ワーク・ライフ・バランスのとれた充
実した生活を送っています。

参加したセミナー等
の内容が参考になっ
た企業の割合

継続
参加したセミナー等
の内容が参考になっ
た企業の割合

ー
セミナー等の開催が、参加企業にとって参考と
なるものかを表すため。

%
セミナー受講者に実施したアンケートの結
果で「大変参考になった」「参考になった」を
選んだ参加者の割合

96.2 90.0 90.0 90.0 90.0

セミナー等の内容が企業におけるダイ
バーシティ経営や働き方改革の推進に
つながることをめざし、90％を目標と
する。

11

消費者教育の
推進と消費生
活相談体制の
充実

１．市民が最新の消費生活問題に関
する情報を得ることにより、身につ
けた知識を活用して消費者トラブル
を未然に回避することができていま
す。トラブルに直面した場合も、市民
が主体的に問題を解決できるように
なっています。

消費者教育講座等に
おける理解度

継続
消費者教育講座等に
おける理解度

ー
消費者が、消費者教育講座等を通じて消費生活
に関する知識を得ることにより、消費者トラブ
ルの防止に繋がるものと考えるため。

%
消費者教育講座等の受講生へのアンケート
において、理解できたとする者の割合

98.0 98.0 98.0 98.0 98.0
受講生のほとんどが、講座内容を理解
できている状況をめざす。

11

消費者教育の
推進と消費生
活相談体制の
充実

２．消費生活相談員の相談対応力が
向上することにより、様々な消費者ト
ラブルや悪質商法に対して、市民が
適切な助言・支援を受けています。

消費生活相談の解決
率

継続
消費生活相談の解決
率

ー
消費生活相談員のスキル向上を図ることによ
り、より適切な消費生活相談が実施できるもの
と考えるため。

%
消費生活相談のうち、助言、あっせんその
他情報提供などにより相談が解決した割合

98.0 98.0 98.0 98.0 98.0
消費生活相談が、より多く解決してい
る状況をめざし、98％を目標とする。

11

消費者教育の
推進と消費生
活相談体制の
充実

３．消費者教育がさらに推進され、持
続可能な社会の実現に向けて、当事
者としての自覚と思いやりを兼ね備
えた市民が、自立して行動していま
す。

エシカル消費に関す
る講座の受講者数

継続
エシカル消費に関す
る講座の受講者数

ー

エシカル消費に関する内容の消費者教育講座
を実施することにより、持続可能な社会を担う
当事者としての自覚を持った市民の育成を図
れるものと考えるため。

人

消費者教育講座のうち、エシカル消費（消費
者それぞれが各自にとっての社会的課題の
解決を考慮したり、そうした課題に取り組
む事業者を応援しながら消費活動を行うこ
と）に関する講座の受講者数

88 100 100 100 100
より多くの消費者がエシカル消費に関
する講座を受講している状況をめざ
し、100人を目標とする。

12

住みたい・住
み続けたい良
質な住まいづ
くり

１．良質な住まいづくりにより、若者
や新婚子育て世帯等の定住が進み、
活気があふれるまちになっていま
す。

中古住宅利活用等の
件数

継続
中古住宅利活用等の
件数

ー

空家を活用する事は、管理不良な状態になるこ
とを予防することができ、また、若者や新婚子
育て世帯が補助を活用し八尾市内に転入する
ことで、活気があふれるまちにつながっていく
ため。

件 中古住宅流通促進補助金等の件数 15 20 25 25 25
中古住宅流通促進補助金等の実績を
踏まえ、25件をめざす。
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12

住みたい・住
み続けたい良
質な住まいづ
くり

２．耐震性向上など住環境に配慮さ
れた住宅が普及することにより、良
質な住まいづくりが進んでいます。

民間住宅の耐震化率 継続 民間住宅の耐震化率 ー
民間住宅の耐震化を促進することで、安心して
暮らせる良質な住まいづくりが進んでいくた
め。

%
住宅・土地統計調査等から推計した耐震化
率

88.7 90.0 90.0 90.0 90.0

八尾市耐震改修促進計画において定
める耐震化率の目標値から算出した値
である90％（令和７年度）をめざす。
R8年度以降については、当該計画の
値を使用する。

12

住みたい・住
み続けたい良
質な住まいづ
くり

３．住宅確保要配慮者が住まいを確
保できています。

セーフティネット住宅
登録戸数

継続
セーフティネット住宅
登録戸数

ー

住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅とし
て登録された住宅が一定数あることで、住宅確
保要配慮者が住まいを確保することができる
ため。

戸
住宅セーフティネット法における登録住宅
の戸数

1,642 1,650 1,660 1,670 1,680
八尾市に登録されているセーフティ
ネット住宅の戸数が増加している状態
をめざし、1,680戸を目標とする。

12

住みたい・住
み続けたい良
質な住まいづ
くり

４．市営住宅の適切な維持管理・機能
更新や、入居者、地域団体、関係機関
等との連携により、入居者が安全・安
心に生活しています。

市営住宅のバリアフ
リー化率

見直し
市営住宅改善事業実
施戸数

審議会指摘
への対応

入居者の安全・安心のためには、市営住宅の居
住性向上や福祉対応改善は欠かせないもので
あり、八尾市営住宅機能更新事業計画にも位置
づけがあるため。

戸 居住性向上・福祉対応型改善実施戸数 288 310 320 330 340 改善実施戸数340戸を目指す。

13
快適な交通
ネットワーク
の充実

１．一人ひとりの目的や状況に応じ、
様々な移動手段を選択でき、誰もが
円滑に移動できるまちになっていま
す。

交通不便地の解消エ
リア数

見直し
乗合いタクシーの運
行率

目標達成・完
了

誰もが円滑に移動できるまちの実現には、乗合
タクシーの利便性向上が必要と考えるため。

% 乗合いタクシーの運行率 25.0 28.0 30.0 32.0 34.0

交通不便地７地域の円滑な移動を図る
ため、乗合タクシーの運行率を増加を
目標とする。（運行率＝運行便数／運
行可能便数）の７地域の平均

13
快適な交通
ネットワーク
の充実

２．適正な自転車利用と道路環境の
充実により、快適に自転車で移動す
ることができるまちになっていま
す。

自転車駐車場利用率 継続 自転車駐車場利用率 ー
駅周辺における放置自転車の減少をめざすに
は、自転車駐車場の利用促進を図ることが有効
と考えるため。

% 市内21か所の自転車駐車場利用率 75.1 90.0 90.0 90.0 90.0

自転車駐車場の利用率を一層高め、放
置自転車が減少し、快適に自転車で移
動することができるまちをめざし、
90％を目標とする。

13
快適な交通
ネットワーク
の充実

３．交通ルールの遵守やマナーの向
上等により、交通事故が減っていま
す。

交通安全教室実施回
数

削除 ー その他
未就学施設や老人福祉施設においての交通安
全教室については、日程による年間の実施回数
が限られており、指標として適さないため。

ー ー ー ー ー ー ー ー

13
快適な交通
ネットワーク
の充実

３．交通ルールの遵守やマナーの向
上等により、交通事故が減っていま
す。

市内の交通事故件数 継続 市内の交通事故件数 ー
通安全意識の高揚は、交通事故の減少として表
れると考えるため。

件
八尾市内で発生した交通事故件数
（出所：八尾の交通事故）

586 570 560 550 540
交通安全教室をはじめ、各種啓発活動
を実施し、交通事故の減少につなげる
ことをめざし、540件を目標とする。

14
魅力ある都市
づくりの推進

１．主要駅周辺がにぎわい、それらが
交通ネットワークでつながり、人や企
業が活気にあふれるまちになってい
ます。

主要駅周辺のまちづ
くりに資する関係者
協議

継続
主要駅周辺のまちづ
くりに資する関係者
協議

ー

国有地である八尾空港西側跡地は、本市の主
要駅の一つである八尾南駅の北側に位置し、将
来民間開発により駅周辺のにぎわいの核とな
ることが見込まれる余剰地であり、多岐にわた
る関係者と調整を図る必要があるため

回

八尾空港西側跡地の活性化に向けた関係
者（大阪航空局、近畿財務局、大阪府、大阪
市など）との国有地早期売却やまちづくり
に資する協議の回数

25 25 25 25 25
関係者協議回数実績の平均値を基に
算出した回数として、25回をめざす。

14
魅力ある都市
づくりの推進

１．主要駅周辺がにぎわい、それらが
交通ネットワークでつながり、人や企
業が活気にあふれるまちになってい
ます。

地域が考えている方
向でまちの整備が進
んでいると思う市民
の割合

継続

地域が考えている方
向でまちの整備が進
んでいると思う市民
の割合

ー
事業の進捗状況を市民の目線から確認するた
め

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、あなたのお住まいの地域のみ
なさんが考えている方向で、まちの整備が
進んでいると思いますか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない　⑤わからない

29.5 30.5 31.0 31.5 32.0

お住まいの地域のみなさんが考えてい
る方向でまちの整備が進んでいると思
う市民の割合の増加をめざし、
32.0％を目標とする。

14
魅力ある都市
づくりの推進

２．計画的な道路整備や土地利用に
より交通渋滞が緩和され、防災力が
向上するとともに、産業集積の維持
発展と暮らしやすさが共存したまち
となっています。

都市計画道路の整備
率

継続
都市計画道路の整備
率

ー

道路ネットワークの構築による交通渋滞の緩和
や、災害発生時における避難路、緊急交通路及
び延焼を防ぐ防火帯としての都市防災機能が
図られる都市計画道路の整備状況を表すため。

% 都市計画道路の整備率 55.9 56.4 56.7 56.9 57.2
整備率が増加している状況をめざし、
57.2％を目標とする。

６（１）

14
魅力ある都市
づくりの推進

３．魅力ある都市景観が形成され、多
くの人に選ばれるまちとなっていま
す。

景観計画に基づく届
出件数

継続
景観計画に基づく届
出件数

ー

景観法に基づく景観計画の届出件数を増やす
ことにより、大規模建築物等の景観誘導を行い
周辺への影響も含め良好な都市景観形成が図
れるため

件 景観に関する新築・改修等の届出件数 17 20 20 20 20 届出件数20件をめざす。

14
魅力ある都市
づくりの推進

３．魅力ある都市景観が形成され、多
くの人に選ばれるまちとなっていま
す。

うるおいと魅力ある
景観づくりがなされ
ていると感じる市民
の割合

継続

うるおいと魅力ある
景観づくりがなされ
ていると感じる市民
の割合

ー
事業の進捗状況を市民の目線から確認するた
め

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、八尾市の歴史的まちなみ景観
や玉串川・長瀬川等の水路景観について、
うるおいと魅力ある景観づくりがなされて
いると思いますか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない　⑤わからない

61.7 62.2 62.5 62.7 63.0

八尾市の歴史的まちなみ景観や玉串
川・長瀬川等の水路景観について、う
るおいと魅力ある景観づくりがなされ
ていると感じる市民の割合の増加をめ
ざし、63.0％を目標とする。
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15
都市基盤施設
の整備と維持

１．道路、橋梁、河川、公園、下水道等
の都市基盤施設が適切に維持管理
されることにより、これらの施設が
健全に保たれ、市民が安全に安心し
て暮らせるまちとなっています。

橋梁の修繕工事の整
備率

継続
橋梁の修繕工事の整
備率

ー
都市基盤施設である橋梁の修繕を進めること
が、市民の安全・安心な暮らしにつながると考
えるため。

%
八尾市橋梁長寿命化修繕計画に基づく修
繕工事の整備進捗率

41.3 54.3 63.0 67.4 84.8
八尾市橋梁長寿命化修繕計画で定め
る令和10年度における整備率
84.8％（46橋）を目標とする。

15
都市基盤施設
の整備と維持

１．道路、橋梁、河川、公園、下水道等
の都市基盤施設が適切に維持管理
されることにより、これらの施設が
健全に保たれ、市民が安全に安心し
て暮らせるまちとなっています。

公共下水道事業会計
の経常収益対経常費
用比率

継続
公共下水道事業会計
の経常収益対経常費
用比率

ー
下水道施設の維持管理に要する費用が収益に
よって賄えていることにより、適切な維持管理
を行うことができるため。

%
経常費用に対する経常収益の割合
（経常収益対経常費用比率＝経常収益／経
常費用×100）

102.8 100 100 100 100 100％以上の維持をめざす。

15
都市基盤施設
の整備と維持

２．交通安全対策や道路改良により、
すべての市民が生活道路を安全・快
適に通行できています。

市道で発生した交通
事故件数

継続
市道で発生した交通
事故件数

ー
交通安全施設等に関する整備を進め交通事故
件数の減少に取り組むことが、市民の安全・安
心な暮らしにつながると考えるため。

件
市道で発生した交通事故件数
（出所：八尾の交通事故）

359 350 345 340 335
警察が発表する交通事故件数につい
て、５件／年の減少をめざし、335件
を目標とする。

15
都市基盤施設
の整備と維持

３．河川、下水道、流域対策等による
総合的な治水対策により、水害や土
砂災害の防止・軽減を図ることがで
きています。

寝屋川流域水害対策
計画の貯留量達成率

継続
寝屋川流域水害対策
計画の貯留量達成率

ー
総合的な治水対策を進めることが、水害等の防
止・軽減につながると考えるため。

%

寝屋川流域水害対策計画に基づく雨水流
出抑制施設の累積貯留量の八尾市目標値
38.5万㎥に対する割合
（貯留量達成率＝貯留量/目標貯留量
（38.5万㎥）×100）

80.5 81.5 82.0 82.5 83.0 83.0％をめざす。

15
都市基盤施設
の整備と維持

４．地域住民に親しまれ、愛される公
園が整備され、多くの人が活発に利
用しています。

一人当たりの都市公
園面積

継続
一人当たりの都市公
園面積

ー
憩い、安らぎの場としての空間の提供が、豊か
な生活環境の実感につながると考えるため。

㎡
一人当たりの都市公園面積＝市内の都市
公園の総面積／人口

3.05 3.19 3.26 3.33 3.40 3.40㎡/人を目標とする。

15
都市基盤施設
の整備と維持

５．景観に配慮した整備により、多く
の人が魅力を感じ快適に暮らせるま
ちとなっています。

玉串川護岸整備事業
の整備率

継続
玉串川護岸整備事業
の整備率

ー
玉串川の護岸整備を進めることが、魅力を感じ
快適に暮らせるまちにつながると考えるため。

% 玉串川護岸整備事業（Ⅱ期）の整備進捗率 15.9 49.5 66.4 83.2 100

玉串川護岸整備事業（Ⅱ期）の総延長
2.2kmを、令和３年度から令和10年
度の事業期間で整備完了することをめ
ざす。

16
上水道の安定
供給

１．水道施設の耐震化及び適切な維
持管理がなされ、安全安心でおいし
い水が安定的に供給されています。

管路の耐震化率 継続 管路の耐震化率 ー
災害時の管路による給水確保のために、水道管
路の耐震化の必要性が高いため。

%

口径75㎜以上の管路の延長に対する耐震
管路延長の割合
（管路の耐震化率=耐震管路延長/全管路
延長×100（口径75㎜以上の管路に限
る））

31.5 34.0 34.7 36.3 37.8 37.8％をめざす。

16
上水道の安定
供給

２．将来の水需要に見合った施設規
模としていくとともに、収益力強化
の取り組みにより、収支バランスの
取れた企業経営が行われています。

水道事業会計の経常収益対経常費用比率継続
水道事業会計の経常
収益対経常費用比率

ー
収益性の分析において重要な指標で、すべての
水道事業体で適用できる指標のため比較を行
う上でも有効であるため。

%

経常費用に対する経常収益の割合
（経常収益対経常費用比率=経常収益/経
常費用×100（日本水道協会水道事業ガイ
ドライン準拠））

105 105 105 105 105 105％以上をめざす。

17
防災・防犯・緊
急事態対応力
の向上

１．防災や減災につながる様々な取り
組みが広がり、八尾の防災力が向上
し、災害に強いまちになっています。

地区防災計画策定済
み地区数

継続
地区防災計画策定済
み地区数

ー

地区防災計画は、住民が主体となって組織的
に、かつ、地域ごとの特性に応じて災害に備え
るために作られるものであり、策定に至る経過
はもとより、策定後には計画に基づく訓練の実
施が想定されることなどから、地域の自助・共
助の向上に寄与するとともに防災力の向上が
図られると考えられるため。

地区 地区防災計画を策定済みの地区数 3 20 28 28 28

全地区（28小学校区）で地区防災計画
の策定をめざす。(コロナ禍で活動でき
なかったR3・4を考慮し、当初目標を2
年先に延ばしR8での完成をめざす。)

1（２）

17
防災・防犯・緊
急事態対応力
の向上

１．防災や減災につながる様々な取り
組みが広がり、八尾の防災力が向上
し、災害に強いまちになっています。

新規
地区防災計画策定等
支援にかかる職員の
支援地区数

その他
地区防災計画の策定等支援にかかり、職員が積
極的に地域に対して支援することで、地域防災
力の向上が図られると考えられるため。

地区
地区防災計画策定等支援にかかる職員の
支援地区数

22 28 28 28 28
全28小学校区に対して職員が支援に
入ることを目標とする。

1（２）

17
防災・防犯・緊
急事態対応力
の向上

２．大阪府警・地域・事業所・学校等と
連携し、防犯活動や啓発活動に取り
組むことにより「大阪重点犯罪」の被
害が減っています。

大阪重点犯罪認知件
数

継続
大阪重点犯罪認知件
数

ー

市民が著しく不安を感じる犯罪として大阪府警
察が指定している大阪重点犯罪（子どもや女性
を狙った性犯罪、特殊詐欺及び自動車関連犯
罪）を減少させることが、体感治安の改善につ
ながるものと考えるため。

件

大阪重点犯罪に指定されている犯罪のう
ち、大阪府警察が市町村別認知件数を公表
しているものの合計
（出所：大阪府警察本部ホームページ）

357 331 318 306 294

大阪重点犯罪を少しでも減らすことを
めざし、294件を目標とする。(大阪府
重点犯罪の定義が変更された令和３年
以降の大阪重点犯罪件数のうち、最も
低い件数であった294件をめざす)

1（２）

17
防災・防犯・緊
急事態対応力
の向上

２．大阪府警・地域・事業所・学校等と
連携し、防犯活動や啓発活動に取り
組むことにより「大阪重点犯罪」の被
害が減っています。

学生防犯隊活動回数 継続 学生防犯隊活動回数 ー

学生が地域の防犯活動に積極的に参加するこ
とによって、地域における連帯感や絆、社会の
規範意識が高まり、犯罪の起こりにくいまちづ
くりにつながるものと考えるため。

回
学生防犯ボランティアに関する覚書に基づ
き、学生防犯隊に参加を要請した活動の回
数

12 12 12 12 12
月１回以上、学生が防犯活動に参加す
ることをめざし、12回を目標とする。

17
防災・防犯・緊
急事態対応力
の向上

３．効果の高い啓発活動により、市民
や職員における危機管理意識が向上
しています。

危機管理マニュアルの
更新率

継続
危機管理マニュアルの
更新率

ー
変化する社会情勢に応じて危機管理マニュアル
の整備・更新を行うことにより、的確な対応を
図ることができるため。

%
各所属において作成した危機管理マニュア
ルの更新率

100 100 100 100 100
危機管理マニュアルの更新が必ず行わ
れる状態を維持する。
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18 消防力の強化
１．消防力の強化により、市民の生
命、身体、財産の安全・安心が守られ
ています。

災害想定訓練（指令・
警防・救急・救助）回数

継続
災害想定訓練（指令・
警防・救急・救助）回数

審議会指摘
への対応

訓練を充実させ、消防職員の技術・技能向上を
図り、各種災害に迅速的確に対応するため。

回
指令課員、消防隊、救急隊及び救助隊の実
践訓練回数の合計

1012 720 720 720 720

・指令課員想定訓練　年48回×2部制
＝年96回
・消防隊想定訓練　年120回×2部制
＝年240回
・救急隊想定訓練　年72回×2部制＝
年144回
・救助隊想定訓練　年120回×2部制
＝年240回

18 消防力の強化

２．市民・地域や事業所、各種団体と
の連携により地域における消防防災
力の向上が図られ、災害に強いまち
となっています。

防火管理者の選任率 継続 防火管理者の選任率 ー

防火対象物における防火安全対策を推進する
ためには、消防用設備等の設置・維持とともに、
防火管理者による防火管理業務が主たる要素
となるため。

%

防火管理者の選任率
＝防火管理者が選任されている防火対象
物数（敷地）÷防火管理者の選任を要する
防火対象物数（敷地）×100

97.0 97.0 97.0 98.0 98.0
令和５年度の実績値（97％）を基準
に、毎年度高い選任率の継続維持をめ
ざす。

18 消防力の強化

2．市民・地域や事業所、各種団体と
の連携により地域における消防防災
力の向上が図られ、災害に強いまち
となっています。

自主防災訓練の自立
型訓練実施率

削除 ー
目標達成・完

了

【削除理由】
自主防災訓練の自立型訓練実施率は、前期計
画のめざす値を達成したこと、また、当該実施
率は近隣市や同規模団体との比較が容易でな
いことなどから、後期計画の指標からは削除す
る。

ー ー ー ー ー ー ー ー

18 消防力の強化

2．市民・地域や事業所、各種団体と
の連携により地域における消防防災
力の向上が図られ、災害に強いまち
となっています。

新規
防災リーダー養成講
習受講者数

その他
防災リーダーを養成することで、自主防災組織
が自ら訓練を企画・運営する自立型訓練を促進
するため

人 防災リーダー養成講習の受講者数 68 70 70 70 70 防災リーダー養成講習の受講者数

19
健康づくりの
推進

１．「みんなの健康をみんなで守る」健
康コミュニティづくりを進めることに
より、市民一人ひとりが主体的に健
康づくりに取り組み、いつまでも心
身ともに健康に暮らせる健康でつな
がるまちが実現しています。

健康のために運動な
どを心がける市民の
割合

継続
健康のために運動な
どを心がける市民の
割合

ー
健康づくり推進の取り組みの成果は、自主的に
健康づくりに取り組む市民が増えることに表れ
ると考えられるため。

%

市民意識調査での①の回答割合

Q.あなたは、健康のために運動を心がける
など、自主的に何か取り組みをしています
か。
A.①している　②していない

50.8 55.3 58.5 61.8 65.0
健康づくりに取り組んでいる市民の割
合を高めることをめざし、65％を目標
とする。

２（１）

19
健康づくりの
推進

１．「みんなの健康をみんなで守る」健
康コミュニティづくりを進めることに
より、市民一人ひとりが主体的に健
康づくりに取り組み、いつまでも心
身ともに健康に暮らせる健康でつな
がるまちが実現しています。

糖尿病重症化予防に
係る受療率

継続
糖尿病重症化予防に
係る受療率

ー
八尾市の健康づくり推進の取り組みの成果を
表すため。

%
健康診査受診者中、ＨｂＡ1Ｃの数値6.5％
以上の者のうち、受療者の割合

83.5 90.0 90.0 90.0 90.0

糖尿病重症化予防対策に係る受療勧
奨対象者の受療率90％以上をめざ
す。（国民健康保険加入者より受療率
を算出）

19
健康づくりの
推進

１．「みんなの健康をみんなで守る」健
康コミュニティづくりを進めることに
より、市民一人ひとりが主体的に健
康づくりに取り組み、いつまでも心
身ともに健康に暮らせる健康でつな
がるまちが実現しています。

男性の健康寿命（前年
数値）

継続
男性の健康寿命（前年
数値）

ー
自主的に健康づくりに取り組む市民が増えるこ
とによる成果を表すため。

歳

日常生活動作が自立している期間の平均
（要介護２～５を健康でない状態とし、それ
以外を健康な状態と定義し算出）
【健康寿命算定プログラムにより算出する
ため、前年数値（かつ暫定値）を記載】

78.75 79.77 80.28 80.79 81.30
第６次総合計画期間内において２年以
上の延伸を図ることをめざし、81.3歳
を目標とする。

2

19
健康づくりの
推進

１．「みんなの健康をみんなで守る」健
康コミュニティづくりを進めることに
より、市民一人ひとりが主体的に健
康づくりに取り組み、いつまでも心
身ともに健康に暮らせる健康でつな
がるまちが実現しています。

女性の健康寿命（前年
数値）

継続
女性の健康寿命（前年
数値）

ー
自主的に健康づくりに取り組む市民が増えるこ
とによる成果を表すため。

歳

日常生活動作が自立している期間の平均
（要介護２～５を健康でない状態とし、それ
以外を健康な状態と定義し算出）
【健康寿命算定プログラムにより算出する
ため、前年数値（かつ暫定値）を記載】

83.10 84.02 84.48 84.94 85.40
第６次総合計画期間内において２年以
上の延伸を図ることをめざし、85.4歳
を目標とする。

2

19
健康づくりの
推進

１．「みんなの健康をみんなで守る」健
康コミュニティづくりを進めることに
より、市民一人ひとりが主体的に健
康づくりに取り組み、いつまでも心
身ともに健康に暮らせる健康でつな
がるまちが実現しています。

国民健康保険加入者
における特定健康診
査受診率【※出納閉鎖
時点】

継続

国民健康保険加入者
における特定健康診
査受診率【※出納閉鎖
時点】

ー
健康づくりにあたって、特定健康診査の受診が
有効であると考えるため。

%
国民健康保険加入者における特定健康診
査受診率＝特定健康診査受診者数／特定
健康診査対象者×100【※出納閉鎖時点】

33.5 38.0 41.0 44.0 47.0
各年度３ポイントの上昇をめざし、受診
率47％を目標とする。

２（１）

20
健康を守り支
える環境の確
保

１．市民の生命や健康の安全を脅か
す大規模災害や感染症などへの備え
が充実しており、市民一人ひとりが、
安全かつ安心して健康な生活ができ
る環境が整っています。

健康危機管理訓練の
実施回数

継続
健康危機管理訓練の
実施回数

ー
大規模災害や感染症等の健康危機事象が生じ
た際に、適切な対策を行うには、職員の技術強
化を目的とした訓練実施が重要なため。

回
大規模災害や感染症などへの備えとしての
健康危機事象対応訓練の実施回数

5 2 2 2 2
災害対応訓練１回・感染症対応訓練１回
の実施をめざす。

20
健康を守り支
える環境の確
保

１．市民の生命や健康の安全を脅か
す大規模災害や感染症などへの備え
が充実しており、市民一人ひとりが、
安全かつ安心して健康な生活ができ
る環境が整っています。

新規
ゲートキーパー研修
等の受講者数

審議会指摘
への対応

自殺対策を推進するには、自殺対策を支える人
材の育成が重要であり、ゲートキーパー研修等
を行う必要があるため

人
身近な人のこころの不調や自殺の危険を示
すサインに気づき、対応するゲートキーパー
を養成する研修等の受講者数

751 1,150 1,350 1,550 1,750 年間200人の受講をめざす
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21
地域医療体制
の充実

１．市民が適切な医療を受けることが
できるよう、地域の医療機関等が役
割分担と連携を推進し、必要な医療
提供体制が確保されています。

中河内保健医療協議
会・各種懇話会の開催
回数

継続
中河内保健医療協議
会・各種懇話会の開催
回数

ー
大阪府や中河内医療圏内各市の行政機関・医療
機関等の連携体制を確保するには、保健医療協
議会や各種懇話会の開催が重要なため。

回
中河内保健医療協議会・各種懇話会の開催
回数

6 6 6 6 6
中河内保健医療協議会１回・各種懇話
会（医療・病床、救急、在宅医療、精神医
療、薬事）５回の開催をめざす。

21
地域医療体制
の充実

１．市民が適切な医療を受けることが
できるよう、地域の医療機関等が役
割分担と連携を推進し、必要な医療
提供体制が確保されています。

市立病院における紹
介率

継続
市立病院における紹
介率

ー
地域医療支援病院の承認要件である紹介率
50％以上を超えることが重要なため。

%
市立病院における初診患者のうち、地域の
医療機関（かかりつけ医）からの紹介患者
が占める割合

68.98 50.00 50.00 50.00 50.00
地域医療支援病院の承認要件である
50％以上の紹介率を維持する。

21
地域医療体制
の充実

１．市民が適切な医療を受けることが
できるよう、地域の医療機関等が役
割分担と連携を推進し、必要な医療
提供体制が確保されています。

市立病院における逆
紹介率

継続
市立病院における逆
紹介率

ー
地域医療支援病院の承認要件である逆紹介率
70％以上を超えることが重要なため。

%

市立病院における初診患者のうち、当院で
の治療を終えた後、紹介元の地域の医療機
関（かかりつけ医）などへ逆紹介した患者が
占める割合

103.82 70.00 70.00 70.00 70.00
地域医療支援病院の承認要件である
70％以上の逆紹介率を維持する。

21
地域医療体制
の充実

２．かかりつけ医、かかりつけ歯科
医、かかりつけ薬剤師を持ち、医療
機能に応じた役割分担を理解し、適
切な医療機関を受診する市民が増え
ています。

「かかりつけ医」を
持っている市民の割
合

継続
「かかりつけ医」を
持っている市民の割
合

ー
限りある医療資源を有効活用するには、市民が
「かかりつけ医」を持つことが重要なため。

%

市民意識調査での①の回答割合

Q.あなたは、病気や健康について相談や受
診できる「かかりつけ医」など（かかりつけ
医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局）が
ありますか。
A.①ある　②ない

77.6 80.0 80.0 80.0 80.0 80％をめざす。 ２（２）

22
良好な生活環
境の確保・地
球環境の保全

１．環境を意識した暮らしや事業活動
により、河川や空気がきれいな状態
に保たれ、温室効果ガスの排出量削
減に向け、市民、事業者と行政が一
体となって取り組みを進めていま
す。

環境基準適合率（大気
環境・水質環境・騒音
環境）

継続
環境基準適合率（大気
環境・水質環境・騒音
環境）

ー

環境基準は人の健康を保護し、生活環境を保全
するうえで維持されることが望ましい基準とし
て定められたもので、行政上の政策目標である
ため。

%
｛（大気NO2適合率）＋（水質BOD適合率）
＋（一般環境騒音適合率）｝／３

99.2 100 100 100 100
大気、水質、騒音の代表的な項目につ
いての100％達成を維持する。

22
良好な生活環
境の確保・地
球環境の保全

１．環境を意識した暮らしや事業活動
により、河川や空気がきれいな状態
に保たれ、温室効果ガスの排出量削
減に向け、市民、事業者と行政が一
体となって取り組みを進めていま
す。

市域の温室効果ガス
排出量（実績値は現状
の最新値）

継続
市域の温室効果ガス
排出量（実績値は現状
の最新値）

ー
市域から温室効果ガス排出量を減らすことで、
地球温暖化の進行を和らげることにつながる
ため。

万t-
CO
2

エネルギー供給事業者からのデータや各種
統計書等を用いて算出した数値
（各種統計書等が公表されるまでに時間を
要することから、指標値（計画値および実
績値）は２年前の排出量となる）

125 114 109 103 98

八尾市地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）における目標値（令和12年度
までに、平成25年度実績値（153万t-
CO2）比で50％削減）の比例計算

22
良好な生活環
境の確保・地
球環境の保全

２．市民や事業者等が地域の美化活
動に自主的に取り組むとともに、美
化をテーマにした市民活動や地域で
のネットワークが強化され、まちが美
しく清潔に保たれています。

地域一斉清掃受付件
数

継続
地域一斉清掃受付件
数

ー
地域における清掃活動の機会の増加が、まちを
美しく清潔に保つことに繋がるため。

件
環境保全課で受付をした地域一斉清掃の
受付件数

920 930 930 930 930

自主的な美化活動に取り組むことで、
市民の環境美化意識の醸成と良好な
生活環境の確保をめざし、930件を目
標とする。

22
良好な生活環
境の確保・地
球環境の保全

３．市民や事業者等と協働し、３Ｒ（リ
デュース・リユース・リサイクル）を推
進することで、資源が循環して利用
され、廃棄物が減少するとともに、排
出される廃棄物が適正に管理、処理
されています。

資源化されている量
を除くごみ処理量

継続
資源化されている量
を除くごみ処理量

ー

市民・事業者等との協働により、家庭系・事業系
ごみの更なる減量・資源化と、排出された廃棄
物が適正に管理、処理される循環型社会の構
築をめざしており、現況を確認するのに最適な
指標であるため。

ｔ
家庭系ごみ排出量+事業系ごみ排出量－リ
サイクルセンター資源化量

63,803 61,560 60,251 58,983 57,000

八尾市廃棄物減量等推進審議会での
議論を踏まえ、「八尾市一般廃棄物処
理基本計画（ごみ編）」における目標値
から算出した値である57,000ｔをめ
ざす。

23

つながり・支
え合う地域福
祉のしくみづ
くり

１．包括的な支援により、すべての市
民が夢や生きがいを持って、孤立す
ることなく住み慣れた地域で自分ら
しく暮らしています。

つなげる支援室で支
援調整などを行った
件数

見直し
つなげる支援室で支
援調整などを行い終
結した割合

社会動向へ
の対応

つなげる支援室で支援調整などを行い終結し
た割合を把握することで、必要な支援につなが
り、誰ひとり取り残されることなく、住み慣れた
地域で自分らしく生活ができることを目標とす
るため。

%
つなげる支援室で支援調整などを行い終
結した割合

76.0 78.0 79.0 80.0 80.0
つなげる支援室の調整により、必要な
支援につながり終結した割合

1

23

つながり・支
え合う地域福
祉のしくみづ
くり

２．地域において、住民一人ひとりが
尊重され、お互いの多様性を認めな
がら、支え手側と受け手側に分かれ
るのではなく、それぞれが役割を持
ち、支え合うことで、自分らしく活躍
しています。

地域での福祉活動に
おける登録制度への
登録者数

継続
地域での福祉活動に
おける登録制度への
登録者数

ー

地域住民の福祉活動への活動従事者数を把握
することで、地域住民の地域活動への関心度の
高まりや、活動する場や機会の確保状況を把握
できるから。

人

市民後見人バンク登録者数+地域の福祉活
動に関わっているボランティアセンターに
おける福祉ボランティア登録者数
出所：権利擁護センター調べ、ボランティア
センター調べ

1,368 1,503 1,555 1,607 1,660
地域での福祉活動における登録制度
への登録者（市民後見人バンク登録者
+ボランティア登録者）

24

高齢者が安心
して暮らし続
けられる社会
の実現

１．身近な地域で高齢者の居場所や
社会参加の機会があり、それらを活
用しながら高齢者が生きがいをもっ
て自立した生活を送っています。

在宅高齢者率（年度末
時点）

削除 ー
社会動向へ

の対応

高齢者施設や住居の形態が多様化し、実質的に
は在宅高齢者の把握は難しく示す指標としては
なじまない。

ー ー ー ー ー ー ー ー

24

高齢者が安心
して暮らし続
けられる社会
の実現

１．身近な地域で高齢者の居場所や
社会参加の機会があり、それらを活
用しながら高齢者が生きがいをもっ
て自立した生活を送っています。

新規
高齢者見守りサポー
ターやお協力事業者
数

個別計画と
の整合

高齢者が尊厳を保ち、自立した暮らしを送るこ
とができるように、地域での見守り支援体制の
充実をめざすため。

事業
者

高齢者見守りサポーターやお協力事業者数 658 730 735 740 745
高齢者見守りサポーターやお協力事業
者数

8



基準値 めざす値
R5

（202３）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）
R10
（2028）

後期
戦略
指標

指標の
変更有無

後期計画指標名
見直しの理
由（類型）

後期計画の指標とすべき理由
(削除の場合はその理由)

単位 指標の定義
計画値 めざす値の考え方

（算出式、設定の根拠等）
※行政評価システムより抽出

前期計画指標名施策名 めざす暮らしの姿
施
策
No

24

高齢者が安心
して暮らし続
けられる社会
の実現

１．身近な地域で高齢者の居場所や
社会参加の機会があり、それらを活
用しながら高齢者が生きがいをもっ
て自立した生活を送っています。

新規 認知症サポーター数
個別計画と

の整合

高齢者が尊厳を保ち、自立した暮らしを送るこ
とができるように、地域での見守り支援体制の
充実をめざすため。

人 認知症サポーター累計人数 17,702 18,700 20,000 21,300 22,600 認知症サポーター累計人数 ４（１）

24

高齢者が安心
して暮らし続
けられる社会
の実現

1．身近な地域で高齢者の居場所や
社会参加の機会があり、それらを活
用しながら高齢者が生きがいをもっ
て自立した生活を送っています。

住民主体活動に参加
している在宅高齢者
の割合

見直し
健康のために運動な
どを心がける市⺠の

割合（６０代以上）

数値把握が
困難

高齢者が生きがいをもって自立した生活を送
るため、インフォーマルを含む活動について主
体的に健康づくりに取り組むことをめざすた
め。

%

市民意識調査の設問「あなたは、健康のた
めに運動を心がけるなど、自主的に何か取
り組みをしていますか。」に「はい」と答えた
６０代以上の割合。

56.3 59.0 61.0 63.0 65.0

市民意識調査の設問「あなたは、健康
のために運動を心がけるなど、自主的
に何か取り組みをしていますか。」に
「はい」と答えた６０代以上の割合

24

高齢者が安心
して暮らし続
けられる社会
の実現

２．高齢者が必要なサービスを適切
に利用しながら、住み慣れた地域で
安心して暮らしています。

介護保険給付費の計
画値における実績値
の割合

見直し 要支援・要介護認定率
個別計画と

の整合

要支援・要介護認定率が上昇傾向にある中、持
続可能な介護保険制度の運営に向けて認定率
の上昇の抑制に取り組む。

%
第１号被保険者の要支援要介護認定者数／
第１号被保険者数

25.5 25.5 25.5 25.5 25.5
第１号被保険者の要支援要介護認定者
数／第１号被保険者数

25
障がいのある
人への支援の
充実

１．多様化するニーズに対応したサー
ビスや相談体制を活用し、障がいの
ある人やその家族が住み慣れた地域
で安心して暮らしています。

施設入所者の地域移
行者数

継続
施設入所者の地域移
行者数

ー
障がい児者が施設入所から地域移行すること
により、住み慣れた地域での生活の実現につな
げることができるため。

人 施設入所から地域移行する障がい者数 2 2 3 3 3

第７期八尾市障がい福祉計画に掲げる
令和８年度末時点の地域移行者の目標
値を基に、さらなる地域移行者数の増
加を加味して算出した値である3人を
めざす。

25
障がいのある
人への支援の
充実

２．保健、医療、福祉、教育等との連
携により地域全体で障がいのある人
を支える仕組みをつくることで、多
様で複合的な課題を抱える障がいの
ある人やその家族が安心して暮らし
ています。

地域生活支援拠点等
の登録者数

継続
地域生活支援拠点等
の登録者数

ー
地域生活支援拠点等の登録者が増加すること
により、地域全体で障がい者等を支える社会の
実現につなげることができるため。

人
地域生活支援拠点等の活用にあたり事前
登録を行った障がい児者数

150 175 180 185 190
基幹相談支援センターにて管理する登
録者数にて算出した値である190人
をめざす。

25
障がいのある
人への支援の
充実

２．保健、医療、福祉、教育等との連
携により地域全体で障がいのある人
を支える仕組みをつくることで、多
様で複合的な課題を抱える障がいの
ある人やその家族が安心して暮らし
ています。

関係機関との連携に
より対応した基幹相
談支援センターにお
ける支援件数

継続

関係機関との連携に
より対応した基幹相
談支援センターにお
ける支援件数

ー

障がい児者を取り巻く困難ケースにつき、関係
機関と連携して支援することで、地域全体で障
がい者等を支える社会の実現につなげること
ができるため。

件
基幹相談支援センターにて関係機関と連携
のうえ支援を実施した件数

100 100 100 100 100

基幹相談支援センターにて関係機関と
連携のうえケース会議を行ったのべ件
数にて算出した値である100件をめ
ざす。

25
障がいのある
人への支援の
充実

３．障がいや障がいのある人に対す
る理解と合理的配慮が促進されるこ
とで、障がいの有無にかかわらず、す
べての人が、自己決定が尊重され社
会参加と自己実現を図りながら暮ら
しています。

障がい者雇用率の達
成企業割合（前年６月
１日時点）

継続
障がい者雇用率の達
成企業割合（前年６月
１日時点）

ー
事業所による障がい者雇用が広まることで、障
がい者の社会参加と自己実現につなげること
ができるため。

%
ハローワーク布施所管内における障がい者
雇用率達成企業割合（前年6月1日時点）

50.7 53.7 55.3 56.9 58.6 58.6％をめざす。 4

26
生活困窮者へ
の支援

１．生活に困窮したときに、誰もが必
要な支援を適切に受けることがで
き、社会とのつながりや居場所を持
ち、地域社会の一員として安心で安
定した生活を送ることができていま
す。

相談件数に占める生
活困窮者自立支援プ
ランを作成した割合

見直し

就労支援対象プラン
のうち、就労開始また
は増収した件数の割
合

社会動向へ
の対応

生活困窮者自立支援制度の事業として生活保
護に至る前に自立に向けて支援する必要があ
るため、就労支援対象プランを作成し、就労開
始または増収につながった割合とする。

%
就労支援対象プランのうち、就労開始また
は増収につながった件数の割合。

49.4 52.0 55.0 58.0 60.0

自立にむけた支援として、就労支援対
象プランを作成した者のうち、就労開
始または増収につながった者の割合６
０％をめざす。

26
生活困窮者へ
の支援

２．生活困窮者支援を通じた地域づ
くりにより、誰もが地域のなかで尊
厳をもって安心して暮らし続ける包
摂型社会が実現しています。

学習支援事業へ参加
する前に比べて勉強
の仕方が分かるよう
になった生徒の割合

継続

学習支援事業へ参加
する前に比べて勉強
の仕方が分かるよう
になった生徒の割合

ー

学習支援事業に参加し、勉強の仕方を理解する
ことによって子どもたちの自尊心向上につなが
り、そのことが将来に向けた選択肢の拡大に結
びつくため。

%
学習支援事業に参加した生徒のうち、参加
する前に比べて勉強の仕方が分かるように
なった生徒の割合

63.2 70.0 73.0 76.0 80.0
学習支援事業に参加し、勉強の仕方が
わかるようになった者の割合80％を
めざす。

26
生活困窮者へ
の支援

３．希望する誰もが、様々な支援を受
けながら再スタートを切ることがで
きます。

自立生活支援を行っ
た生活保護受給者に
対する効果のあった
件数の割合

継続

自立生活支援を行っ
た生活保護受給者に
対する効果のあった
件数の割合

ー

生活保護制度の目的である自立助長の促進に
向けて、引き続き就労支援員を中心としてケー
スワーカーなど所員が一体となり、保護受給者
と寄り添い、懇切丁寧な支援を行っていく必要
があるため。

%

自立生活支援事業（就労支援）を希望し、支
援を行った生活保護受給者のうち、実際に
就労を開始（増収を含む）した者の割合。
（自立支援を行った生活保護受給者に対す
る効果のあった件数の割合＝自立支援を
行った結果、就労決定したもの、増収したも
のなど支援効果が認められたケース数／支
援ケース数×100）

62.8 63.0 64.0 65.0 66.0
毎年度就労等で効果のあった者の割
合を増やし、支援の効果66％をめざ
す。

27

一人ひとりの
人権が尊重さ
れる差別のな
い社会の推進

１．一人ひとりの人権が尊重され、差
別のない、ともに認め合い、すべて
の生活領域で誰一人取り残されるこ
となく安心して暮らしています。

人権啓発セミナーの
内容について満足と
答えた参加者の割合

継続
人権啓発セミナーの
内容について満足と
答えた参加者の割合

ー 市民の人権意識の高揚の状況を表すため。 %
人権啓発セミナーの内容について、「非常
に満足」「満足」と答えた参加者の割合

89.7 87.0 88.0 89.0 90.0
令和３年度～５年度の３年間の平均値
（82.3％）をふまえ、毎年度１ポイント
の増加を図り、90％をめざす。

27

一人ひとりの
人権が尊重さ
れる差別のな
い社会の推進

２．未然防止、早期発見の取り組みに
より、いじめのない社会が実現して
います。

「いじめはどんな理由
があってもいけない
ことだ」と思う児童・
生徒の割合

削除 ー その他

【削除理由】
めざす暮らしの姿２は施策１にて整理すること
から、後期基本計画の本施策指標からは削除す
る。

ー ー ー ー ー ー ー ー

9
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27

一人ひとりの
人権が尊重さ
れる差別のな
い社会の推進

３．職場、地域など様々な場において
環境づくりが進むことにより、性別
にかかわらず、すべての人が活躍し
ています。

男女共同参画が実現
していると思う市民
の割合

継続
男女共同参画が実現
していると思う市民
の割合

ー
性別に関係なく個性や能力が発揮できる環境
の実現状況を表すため。

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、性別に関わらず男女が互いに
認め合える差別のない社会が実現している
と思いますか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない　⑤わからない

27.7 35.0 35.5 36.0 36.5

八尾市はつらつプラン～第３次八尾市
男女共同参画基本計画～で定める目
標値（令和７年度目標値：35％）から毎
年度0.5ポイントの増加を図り、
41.5％をめざす。

4

27

一人ひとりの
人権が尊重さ
れる差別のな
い社会の推進

３．職場、地域など様々な場において
環境づくりが進むことにより、性別
にかかわらず、すべての人が活躍し
ています。

市の審議会、委員会
などにおける女性委
員の登用の割合（年度
末時点）

継続

市の審議会、委員会
などにおける女性委
員の登用の割合（年度
末時点）

ー
政策・方針決定過程への女性の参画状況を表す
ため。

%

女性委員の登用の割合（年度末時点）
＝八尾市が設置している審議会、委員会な
どにおける女性委員数／全体の委員数×
100

35.5 40.0 40.5 41.0 41.5

八尾市はつらつプラン～第３次八尾市
男女共同参画基本計画～で定める目
標値（令和７年度目標値：40％）から毎
年度0.5ポイントの増加を図り、
41.5％をめざす。

４（２）

28
平和意識の向
上

１．核兵器の恐ろしさや戦争の悲惨さ
を伝える体験講話を通じて、次代を
担うすべての若者・子どもたちが、平
和の大切さを理解しています。

平和学習の受講者数 継続 平和学習の受講者数 ー
次代を担う若者・こどもたちに平和の大切さを
理解してもらうためには、小・中学校時代の平
和啓発が効果的であると考えているため。

人
市内の小・中学校を対象に行っている長崎
平和学習の受講者数

2,826 2,400 2,400 2,400 2,400
令和３年度～５年度の３年間の平均値
（2345.3人）をふまえ、それを上回る
2,400人をめざす。

28
平和意識の向
上

２．一人ひとりの市民が、戦争のな
い、核兵器のない、対話による平和
な社会の大切さを認識し、国際平和
に貢献する地域社会が創造されてい
ます。

平和な社会が大切だ
と感じている市民の
割合

継続
平和な社会が大切だ
と感じている市民の
割合

ー
全ての市民が、平和な社会の大切さを理解して
いることが必要であるため。

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、平和な社会が大切だと思いま
すか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない

96.0 96.0 96.0 96.0 96.0
令和３年度～５年度の３年間の平均値
（95.6％）をふまえ、それを上回る
96.0％をめざす。

29
多文化共生の
推進

１．様々な国籍の人たちが文化や習
慣などの相互理解を深め、尊重し、
学びあいながら共生しています。

国際交流センター事
業参加者数

継続
国際交流センター事
業参加者数

ー
多くの市民に多文化共生に関わってもらうこと
が必要であるため。

人
国際交流センターが主催で行う多文化共生
事業の参加者数

2,500 2,400 2,400 2,400 2,400
令和３年度～５年度の３年間の平均値
（2,090人）をふまえ、それを上回る
2,400人をめざす。

29
多文化共生の
推進

２．共生社会の推進により、多くの外
国人市民が八尾のまちに集まり、学
び、働き、活躍しています。

外国人相談窓口にお
ける相談件数

継続
外国人相談窓口にお
ける相談件数

ー
外国人市民が相談しやすい環境で、住みやすさ
を感じる八尾になるように、多文化共生を推進
していく必要があるため。

件
八尾市が開設する外国人相談窓口での相
談件数

2,400 2,200 2,200 2,200 2,200

令和３年度～５年度の３年間の平均値
は2,349件となっているが、コロナ禍
に増加した「医療・健康」の相談は減少
傾向にあることをふまえ、2,200件と
する。

４（１）

29
多文化共生の
推進

３．姉妹・友好都市をはじめとする海
外の都市との交流が活発に行われ、
互いの文化や歴史の理解が深まり、
豊かな共生社会が形成されていま
す。

国際交流に興味のあ
る市民の割合

継続
国際交流に興味のあ
る市民の割合

ー
多文化共生社会を実現させるためには、国際交
流に興味がある市民を増加させる必要がある
ため。

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、さまざまな国の人たちと交流
し、相互理解を深める国際交流について、
興味がありますか。
A.①興味がある　②少し興味がある　③興
味がない

52.0 52.0 53.0 54.0 55.0
令和３年度～５年度の３年間の平均値
（50.9％）をふまえ、毎年度１％の増加
を図り55.0％をめざす。

30
地域のまちづ
くり支援・市
民活動の促進

１．地域住民が多様な主体と協力・連
携し、地域課題の解決に向けた活動
が実践されています。

校区まちづくり協議
会が多様な主体と連
携した事業数

継続
校区まちづくり協議
会が多様な主体と連
携した事業数

ー

校区住民だけでは解決が困難な課題に対して、
在勤・在学、事業者、大学等の多様な主体との
連携によって、課題解決につなげていくことが
できるものと考えられるため。

本
校区まちづくり交付金を活用した事業のう
ち、多様な主体と連携した事業数

21 23 24 25 26

令和5年度における校区まちづくり協
議会と多様な主体と連携した事業実績
をふまえ、毎年度連携を実施した事業
の１件増加をめざし、事業数26本を目
標とする。

1

30
地域のまちづ
くり支援・市
民活動の促進

２．様々な地域活動や市民活動へ、多
くの市民が参加することで、地域の
組織運営や、地域活動や市民活動の
持続性が高まっています。

町会加入世帯率 継続 町会加入世帯率 ー
最も身近な地域団体である町会の加入世帯率
を維持していくことが、地域活動や市民活動の
持続性を高めると考えられるため。

%
町会加入世帯数÷全世帯数（住民基本台帳
における世帯数）×100

55.2 50.4 50.4 50.4 50.4
令和6年度見込値（50.4％）の維持を
めざす。

30
地域のまちづ
くり支援・市
民活動の促進

３．様々な人材や活動をつなぐこと
で、地域の活性化につながるアイデ
アの創出や、より多くの活動資源が
集まるようになっています。

市民活動支援ネット
ワークセンター「つど
い」を介して連携した
件数

継続

市民活動支援ネット
ワークセンター「つど
い」を介して連携した
件数

ー

「つどい」が多様な主体の連携・協力をコーディ
ネートすることで活動資源が集まり、さまざま
な地域課題の解決や地域の活性化に向けて支
援できるものと考えられるため。

件
市民活動支援ネットワークセンター「つど
い」を介して人材や活動をつなぎ、連携した
件数

24 26 27 28 29

令和元年度から令和5年度の５か年に
人材や活動を紹介した最大件数を基
に、毎年度連携を実施した件数の１件
増加をめざし、29件を目標とする。

31
生涯学習とス
ポーツの振興

１．市民が生涯にわたって、あらゆる
機会に、あらゆる場所において学習
することができ、学んだ知識や成果
を社会に還元できる環境づくりによ
り、自己の人格を磨き、高い幸福感
を持ちながら地域社会で活躍してい
ます。

生涯学習施設で実施
する講座等の参加者
数

継続
生涯学習施設で実施
する講座等の参加者
数

ー

生涯学習に取り組むきっかけとして、生涯学習
センター（かがやき）及び各コミュニティセン
ターで実施する講座等への参加人数の増加を
図ることにより、市民の生涯学習意欲の高まり
につながると考えるため。

人
生涯学習センター（かがやき）及び各コミュ
ニティセンターにおいて実施した講座等の
参加者

29,397 32,000 33,000 34,000 35,000
生涯学習施設で実施する講座等への
参加者数

４（２）

31
生涯学習とス
ポーツの振興

１．市民が生涯にわたって、あらゆる
機会に、あらゆる場所において学習
することができ、学んだ知識や成果
を社会に還元できる環境づくりによ
り、自己の人格を磨き、高い幸福感
を持ちながら地域社会で活躍してい
ます。

生涯学習施設で実施
した講座の修了生の
成果発表者数

継続
生涯学習施設で実施
した講座の修了生の
成果発表者数

ー

生涯学習センター（かがやき）及び各コミュニ
ティセンターで実施した講座の修了生が生涯学
習活動を発表する機会が増えることで、学んだ
知識や成果を社会に還元した成果を測定でき
ると考えるため。

人
生涯学習センター(かがやき）で実施する成
果発表の場（フェスタかがやき）に出品・出
演した人数

781 865 910 955 1,000
生涯学習センターで毎年度実施する
フェスタかがやきへの出品・出演者数

10



基準値 めざす値
R5

（202３）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）
R10
（2028）

後期
戦略
指標

指標の
変更有無

後期計画指標名
見直しの理
由（類型）

後期計画の指標とすべき理由
(削除の場合はその理由)

単位 指標の定義
計画値 めざす値の考え方

（算出式、設定の根拠等）
※行政評価システムより抽出

前期計画指標名施策名 めざす暮らしの姿
施
策
No

31
生涯学習とス
ポーツの振興

２．市民が、ライフステージに応じた
スポーツや運動を継続的に取り組
み、地域社会がスポーツを通じて、都
市の魅力と人々の活気にあふれてい
ます。

スポーツ施設の利用
者数

継続
市立のスポーツ施設
を利用した人数

ー

スポーツ施設の利用者が増えることで、運動や
スポーツの楽しみや喜びを実感し、健康づくり
にもつながるよう、日常生活の中で取り組める
運動スタイルの普及を進め、995,000人をめ
ざす。

人 市立のスポーツ施設を利用した人数 784,489 867,000 911,000 956,000 995,000 スポーツ施設の利用者数

32
信頼される行
政経営

１．財源や人材などの行政資源を計
画的・効果的に最大限活用し、市民が
必要とする行政サービスが的確に提
供される持続可能な行政経営が行わ
れています。

八尾市の取り組みに
満足している市民の
割合

見直し 施策指標達成率
社会動向へ

の対応

各施策における取り組みの成果を図る施策指
標の達成率が向上することで、市民が必要とす
る行政サービスが的確に提供されているかを
把握できるため。

%
各施策の進捗度を定量的に測定するため
に設定した指標（施策指標）の計画値に対
する単年度達成率

38.5 60.0 70.0 80.0 90.0

32
信頼される行
政経営

１．財源や人材などの行政資源を計
画的・効果的に最大限活用し、市民が
必要とする行政サービスが的確に提
供される持続可能な行政経営が行わ
れています。

経常収支比率 継続 経常収支比率 ー

社会経済環境の変化に応じた新たなニーズに
適切に対応するため、財政構造の弾力性の維持
が、行財政運営における重要な要素となるた
め。

%

経常的支出に充てられた経常一般財源の
割合・経常経費充当一般財源÷（経常一般
財源＋減収補てん債発行額＋臨時財政対
策債発行額）

98.6 95.0 94.0 93.0 92.0

基本構想の最終年度である令和10年
度に中核市平均値（92.2%）を上回る
92％をめざし、毎年度１ポイントの良
化をめざす。

32
信頼される行
政経営

２．住み続けたいと思えるまちとなる
よう、大学や企業、他の自治体等の
多様な主体との連携による行政活動
が進んでいます。

住み続けたいと感じ
る市民の割合

見直し 若者世代の社会動態
社会動向へ

の対応

住み続けたいと感じるまちの実現に向けた取り
組みの成果として、市外から転入する人口が増
加し、転出する人口が減少する社会増となるた
め。

人
転出超過傾向にある20代～30代の人口
の社会動態（転入者数ー転出者数）

-89 -150 -100 -50 0
令和３年度～５年度の３年間の平均値
（-176人）をふまえ、社会増減０（ゼロ）
をめざす。
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32
信頼される行
政経営

２．住み続けたいと思えるまちとなる
よう、大学や企業、他の自治体等の
多様な主体との連携による行政活動
が進んでいます。

大学、企業、他の自治
体等と協定や覚書を
締結した件数

見直し
企業・大学等と連携し
た取り組み件数

審議会指摘
への対応

住み続けたいと思えるまちづくりの実現に向け
ては、それぞれの強みを活かして行政課題解決
へアプローチにする必要があると考え、企業・
大学等と連携した取り組みの件数を指標とす
る。

件 企業・大学等と連携した取り組み件数 408 418 428 438 448
公民連携の取り組みが増加することを
めざし、448件を目標とする。

32
信頼される行
政経営

３．行政手続きにおける市民の利便
性の向上が図られており、また、必要
な情報を正確に手に入れることがで
きています。

八尾市役所からの情
報が入手しやすいと
感じる市民の割合

継続
八尾市役所からの情
報が入手しやすいと
感じる市民の割合

ー
市の発信する情報が、必要な方に様々な媒体を
通じて届けられている状態を測るため。

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは、八尾市役所からの情報が入手
しやすいと思いますか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない　⑤わからない

48.0 53.0 56.0 59.0 62.0
八尾市役所からの情報が入手しやすい
と感じる市民の割合が、継続して増え
る状況をめざす。

33
公共施設マネ
ジメントの推
進

１．計画的かつ適切な維持保全や機
能更新により、どのような時でもす
べての市民が安全に安心して公共施
設（庁舎、コミュニティセンター、教育
施設、福祉施設、消防施設など）を利
用することができます。

公共施設が利用しや
すいと感じる市民の
割合

継続
公共施設が利用しや
すいと感じる市民の
割合

ー

市民が安全に安心して公共施設を利用できる
よう計画的かつ適切な維持保全や機能更新を
行うことにより、公共施設が利用しやすいと感
じる市民の割合が増加すると考えるため。

%

市民意識調査での①＋②の割合

Ｑ．あなたは、公共施設を利用される際、誰
もが利用しやすいバリアフリーな建物であ
ると感じますか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない　⑤わからない

50.6 51.0 51.5 52.0 52.5
基準値が50.6％であり、R７年度の目
標値を51％とし、毎年0.5％ずつ増加
し、52.5％をめざす。

33
公共施設マネ
ジメントの推
進

２．長期的な視点に立って、公共施設
の適正な規模や配置の見直しが適宜
行われています。

八尾市公共施設マネ
ジメント実施計画の進
捗率

見直し 公共施設（建物）総量
審議会指摘
への対応

公共施設の適正な規模や配置の見直しの進捗
状況を測るには、公共施設総量を指標として使
うことが最適と考えます。

㎡
建物施設における資産台帳の合計延べ床
面積

671,349 671,349 671,349 671,349 671,349

現在、市民一人当たりの延べ床面積は
府下において平均と考えており、引き
続き施設総量の適正化をめざす。（令
和４年度末時点の施設総量：
671,349㎡）

33
公共施設マネ
ジメントの推
進

３．ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の活用等により、
民間の資金・ノウハウを活かし、公共
施設の管理・運営が効率的に行われ
ています。

PPP/PFI手法の活用
施設数

見直し
公民連携手法の活用
施設数

審議会指摘
への対応

効率的な公共施設の管理・運営を行うために、
公民連携手法が有効と判断し整備・改修を実施
した施設数の増加をめざします。

か所
公民連携手法により整備・改修した施設数
（累積）

5 8 8 8 9 実績の増加をめざす。

33
公共施設マネ
ジメントの推
進

４．未利用施設や未利用地の民間活
用や売却等により、適切な資産管理
が行われています。

未利用施設や未利用
地の削減数

見直し
未利用地（100坪以
上、建物付きを含む）
の総数

審議会指摘
への対応

未利用土地（100坪以上、建物付きを含む）の
箇所数をもって削減の進捗を把握する。

か所 未利用地（100坪以上）の箇所数 3 4 4 3 3 未利用地（100坪以上）を減少させる。

34
行財政改革の
推進

１．行財政改革の推進により、多様
化・複雑化する市民生活の課題、行
政需要への対応や未来に向けた新た
な投資を可能とし、まちの成長につ
なげる改革と成長の好循環を実現し
ています。

年度末決算における
基金残高

継続
年度末決算における
基金残高

ー

新やお改革プラン2.0に掲げている目標で、令
和８年度末時点の基金残高60億円を維持する
ことにより、同プランに掲げる「改革と成長の好
循環」を将来にわたり実現することができるた
め。

億円 各年度決算時における基金残高 84.1 60 60 60 60
新やお改革プラン2.0において、中期
財政見通しを踏まえ、令和８年度末の
基金残高60億円を維持
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基準値 めざす値
R5

（202３）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）
R10
（2028）

後期
戦略
指標

指標の
変更有無

後期計画指標名
見直しの理
由（類型）

後期計画の指標とすべき理由
(削除の場合はその理由)

単位 指標の定義
計画値 めざす値の考え方

（算出式、設定の根拠等）
※行政評価システムより抽出

前期計画指標名施策名 めざす暮らしの姿
施
策
No

34
行財政改革の
推進

２．ＩＣＴの活用等により、市民サービ
スの向上や業務の効率化など、行政
活動の生産性が向上しています。

八尾市の取り組みが
改善されていると思
う市民の割合

継続
八尾市の取り組みが
改善されていると思
う市民の割合

ー
ICTの活用等により行財政改革が進み、行政の
取り組みが改善されていると思う市民の割合
が向上すると考えるため。

%

市民意識調査での①＋②の回答割合

Q.あなたは行政の取り組みが改善されて
いると思いますか。
A.①思う　②少し思う　③あまり思わない
④思わない　⑤わからない

27.4 29.0 30.0 31.0 31.0
毎年度１ポイントの増加をめざし、
31.0％を目標とする。

34
行財政改革の
推進

２．ＩＣＴの活用等により、市民サービ
スの向上や業務の効率化など、行政
活動の生産性が向上しています。

マイナンバーの情報照
会･提供を行った件数

削除 ー その他

【削除理由】
マイナンバーの情報照会・提供自体は本市にお
ける市民サービスの向上及び業務の効率化に
は欠かせない指標ではあるものの、マイナン
バー制度については、基本的に全国での運用で
ある中、マイナンバーの利活用の拡大に伴い情
報照会・提供の件数への影響も大きく受け、施
策指標として計画値の設定が今後非常に困難
となってくると考えるため。

ー ー ー ー ー ー ー ー

34
行財政改革の
推進

２．ＩＣＴの活用等により、市民サービ
スの向上や業務の効率化など、行政
活動の生産性が向上しています。

新規
電子申請システムの
ユーザ登録者件数

審議会指摘
への対応

市民サービスの向上における行政のオンライン
化について、市民の方への周知度を計測する上
で、その進捗度を可視化することにより、行政
側の意識向上にもつながると考えられるため。

人
「八尾市電子申請システム」に登録した個人
の登録ユーザー者数

23,533 35,000 41,500 48,000 54,500
電子申請システム稼働時からの実績等
を踏まえつつ、更なる新規登録ユーザ
の増加（毎年６,５００人）をめざす。
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